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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 論文の目的・仮説 
従来、保育サービスをテーマにした研究は、経済学や社会学分野でも、地理学や建築計画等の
分野でも多数行われてきた。ただし、その多くが、現在の日本のように「待機児童」の発生が社会
問題化する以前の研究であるため、待機児童が考慮され、分析の目的に含まれた研究になって
いない。また、それぞれの分野の研究が独立して行われているため、同じテーマを扱いながら、
経済学の分野では「空間」の要素が、地理学等の分野では「価格」の要素が、おおよそ無視され
た分析になっている。 
本研究の目的は、①仙台市を対象にした保育サービスの「空間」的な差異を具体的に分析して
図示すること、②「待機児童」を解消することを目的とした場合の、新たな保育施設の立地点を明
らかにすること、③地理学的な研究を行うことで、都市内の「空間」的な差異が「待機児童」発生と
関係があるのか、を明らかにすることである。 
目的を踏まえて、以下のような仮説を立てる。 
ア）特に、DID内の人口の密集したところでサービス需給が逼迫し、それ以外の過疎地に 
は保育所定員に空きが出て、空間的ミスマッチが起こっている。 
イ）自宅から保育施設への「アクセシビリティ」を基にして測定した保育施設ごとの待機児 
童数が実際の待機児童数と有意に相関する。したがって、都市内の「空間的」差異が待 
機児童発生の一因となっている。 
 
分析 
１アクセシビリティ分析 
 
1-1目的 
仙台市を分析対象とする。保育所の利用を希望する児童の分布と認可保育所の分布から、児童
の保育所までのアクセシビリティを明らかにし、需給の空間的ミスマッチを明らかにすること。さら
に、その空間的ミスマッチが実際の待機児童発生と相関があるかどうか、明らかにすること。 
 
1-2方法 
まず、児童の分布を作成する。国勢調査によって公開されているデータを用いて、仙台市におけ
る0～5歳児人口の分布を100mメッシュ単位で図示する。小地域の境界データと統計データから、
小地域ごとの総人口のうちの0～5歳児人口割合を算出する。そこに500mメッシュの境界データを
重ね、500mメッシュごとの0～5歳児人口を図示する。さらに、500mメッシュデータの上に100mメッ
シュの境界データを重ね、100mメッシュに等分することによって100mメッシュごとの0～5歳児人口
データを作成する。仙台市の保育需要率は一定であるとし、0～5歳児人口に需要率を掛けること
によって、保育サービスの需要分布を作成した。需要率は、仙台市全体で、「（待機児童数+保育
所への入所児童数）／0～5歳児人口」として算出した。 
割り当ては、児童の居住地から保育所への距離が近い順から行う。児童は距離が近い順に希望
を提出し、保育所は自身を第一希望に挙げている児童のうち、距離の近い順に児童を受け入れ
ていく。そのようにして、第二希望、第三希望、…、と児童の割り当てを行う。このとき、通園距離の
限界と、2015年から開始された小規模保育事業等を考慮に入れることにする。定員に空きがあっ
ても、通園の限界距離を超えた場合は割り当てないことにし、また、全ての認可保育所へ割り当て
が終わったあとに、小規模保育事業等に割り当てを行うこととする。通園の限界距離は5パターン
考える。①限界なし、②1500m、③2000m、④2500m、⑤3000mの5つ。 
割り当てが終わった後、待機児童となった児童の分布を図示し、さらに、保育所ごとにアクセシビ
リティを算出することにする。アクセシビリティは、「需要数／定員」として表し、1を超えれば需要超
過、1未満は供給超過である。さらに、保育所ごとの実際の需給バランスを、「需要数（＝待機児童
数＋入所児童数）／保育所の定員」として計算し、事前に算出したアクセシビリティの値と相関が
あるかどうか比較する。 
 
1-3結果 
待機児童の分布は通園の限界距離がいくらであるかによって大きく変化があった。アクセシビリテ
ィを保育所ごとに算出して実測値と比較したとき、最も相関が高かったのは2500mのときだった。し
かし、5パターンすべてで有意な相関があった。通園の限界距離がない場合は、待機児童は主に
仙台駅周辺と泉区の住宅地に分布していた。通園の限界距離を2500mにすると、DID内を中心に
範囲が広がり、青葉区の仙台駅周辺以外の住宅地や宮城野区のJR東北線沿線の住宅地や太白
区の鉄道沿線などに広がった。近隣の認可保育所に入れず定員漏れになる児童と、通園距離が
非常に長く通園が困難な児童は別で異なる分布となった。 
 
２新規保育所の最適立地分析 
 
2-1目的 
仙台市内の待機児童を効率よく減らすことを目的として、認可保育所の新規立地点を求める。 
 
2-2方法 
前章で明らかになった、通園の限界距離を2500mとした場合の待機児童の分布を利用する。その
待機児童を500ｍメッシュごとに集約して、新規立地点を求める。新規立地の候補点は441地点で
ある。新規立地点は、待機児童の分布から、最大被覆モデルを利用して求めることにする。通園
の限界距離である2500ｍ圏内で、需要数が最も多くなる地点に立地するというモデルである。さら
に、新たに立地する保育所は最大で90人を入所可能とし、90人を超えたら受容せず、また保育
所から2500ｍを超える児童も入所させないこととする。90人は、仙台市の認可保育所の定員の平
均値である。そのようにして新規立地点を求め、その保育所へ入所させた児童以外の、残った待
機児童の分布から、また同様の方法で新規立地点を求めていく。それを繰り返して、受容できる
人数が60人未満となるところでやめる。60人はもともと認可保育所の定員だった人数である。 
 
2-3結果 
新規立地は25施設まで求めることができた。21番目の施設から90人を割り込んだ。25施設は一部
に集中することなく、DIDとそれ以外の住宅地にまんべんなく分布した。立地の順番も、一部に集
中して立地したあと、他へ立地し始めるのではなく、広範囲に交互に分布していった。青葉区や
宮城野区で多いのは、仙台駅周辺の住宅地への立地が多いからである。また、通園距離でふり
になる児童は過疎地に居住しているため、新たな認可保育所にカバーされない。不利な児童のう
ち、通園距離が長く、かつ最も近い認可保育所で定員漏れになってしまう児童が最も不利である
と考えられるが、彼らの周辺には立地しない。 
平成27年10月以降、仙台市内で実際に新設された認可保育所の分布は、仙台駅周辺と鉄道沿
線に集中している。本分析で待機児童の分布をもとに新規立地点を求めたとき、仙台駅周辺に
複数立地した。仙台駅周辺はさらに、遠方から通園してくる児童もいると考えられるため、その場
所に実際の新たな認可保育所が集中することは理解できる。しかし、そのようにして立地が一部
に集中すると、さらに需要が集中することになり、空間的な格差が広がると考えられるだろう。した
がって、分析によって求められた立地点のように、住宅地の近くなど、可能なら広範囲に立地させ
るべきである。 
 
３待機児童数の比較分析 
 
3-1目的 
第二章で分析された自宅からのアクセシビリティを基にして算出した保育施設ごとの待機児童数
と、実際の待機児童数が有意に相関するかどうか明らかにすること。 
 
3-2方法 
第二章のアクセシビリティ分析によって待機児童の分布と、その待機児童がどの保育所を第一希
望としているか、が明らかになった。この待機児童を第一希望している保育施設ごとに集計して、
保育施設ごとの待機児童数とする。平成27年の実際の待機児童数は保育施設ごとに集計された
ものが公表されているので、その実測値と、理論上の待機児童数を回帰分析で有意に関係して
いるかどうか確かめる。200の保育施設があるが、特に小規模保育事業に待機児童数が0となる施
設が多いので、最小二乗法のほかに、トービット分析を行った。 
 
3-3結果 
最小二乗法においても、トービット分析においても、待機児童数の理論値と実測値の関係は1％
で有意となった。理論値の方は、待機児童数を算出する際に、自宅からの距離で測ったアクセシ
ビリティしか考慮しておらず、他の要素は全く含まれていない。したがって、その待機児童数の理
論値が、実際の待機児童数と有意に相関するということは、地理上の利便性が実際に待機児童
の発生に影響を与えていると考えられる。一方で、アクセシビリティは待機児童発生の一因に過
ぎない。待機児童の理論値に比べ、実測値が多くの保育施設に分散しているのは、通園の利便
性以外に原因があることを表している。その原因の一つとして、定員充足率（入所児童数／定員）
が考えられる。 
 
課題 
まず、保育所は保護者にとって、就業地までの中継地点であるため、実際のアクセシビリティは就
業地も考慮に入れた測定値にするべきである。また、保育サービスの需給は低年齢児ほど逼迫し
ていると考えられるため、児童の年齢別の需給状況を分析すべきである。 
待機児童の発生要因の一つにアクセシビリティがあることが分かったが、それ以外の要因につい
て明らかにする必要がある。定員充足率が関係していることは考察できたが、その他に、地域によ
って需要率が異なることが考えられる。本分析では仙台市全体で需要率を一定としたので、今後
は居住者の属性によって需要率を変えて分析を行いたい。また、保育施設のサービスの質によっ
ても需要が左右されると思われるので、保育施設ごとに異なるサービス内容を考慮した待機児童
数の分析を行いたい。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
日本の保育制度は2015年に始まった｢子ども･子育て支援新制度｣で大きく変わり、保育所
定員を各地で増やしたにもかかわらず、大都市部を中心に待機児童問題は解消できていな
い。本論文は、仙台市を対象に保育サービスの空間的差異を地図化し、保育需要と施設の
マッチングから待機児童分布を推計する方法を開発し、新たな保育施設の整備効果の評価
を試みている。  
まず2015年国勢調査によるサービス需給の空間特性では、人口集中地区内の都心部や住宅
団地で需給が逼迫する一方、郊外・中山間部では定員に空きがあり、空間的ミスマッチが
顕著である。さらに、自宅から保育施設までの距離を基に配分・推計した施設ごとの待機
児童数（推計値）と実測値とは有意に相関し、移動距離が空間的ミスマッチを生む主要因
の一つであり、通園距離の上限を付すことで、より現実に近い通園パターンを導出できる
ことが確認できた。  
次に、現在も発生している待機児童問題を解消するため、新たな保育施設の整備問題が検
討された。論文では、上記配分から漏れた待機児童（通園距離上限を2,500mに設定）を収
容するための追加的施設の立地選定と配分修正を行うため、待機児童分布に最大被覆モデ
ルを適用した発見的方法で逐次立地と再配分を試みている。配分数が60名（認可保育園の
設置基準）を超える新設施設は25あり、内５つは通園距離の上限から設定定員90人（認可
保育園の市平均）を割り込む。立地の選定地と実際の新設地（仙台駅周辺と鉄道沿線に集
中）とを比較すると、現実の新設地点の方がより集積したパターンを示すことが分かった。
これには、居住地からの距離の他に、都心部への通勤途上の施設利用の影響が考えられる。  
待機児童の発生は、需要要因（対象年齢の人口分布と保育サービスの必要度）、供給要因
（施設立地と定員、サービス水準や保育料）、および両者を繋ぐマッチング要因に整理で
きる。それぞれに残された検討課題は多いものの、本論文が検討・提案した評価手法によ
り、空間的ミスマッチの状況とその改善策の効果検証が可能となることを確認することが
できた。  
今後は、上述した中継地点での保育所利用を考慮したマッチングや、人口属性に応じた保育ニ
ーズ（需要率）の地域差、施設毎のサービス水準や保育料の影響など、より現実に近い保育サ
ービスの受給構造を反映できる分析へと発展させていくことが期待される。以上の成果を
踏まえ、博士（経済学）の学位を授与するに相応しい内容であると判断する。 
 
